様式第５号

令和　年度老朽民間社会福祉施設整備計画協議書
□単年度事業
	県（市）名
	　　　　　　
	担当課名
	　　　　　　　　　　
	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	電話番号
	内線（　　　　）

	優先順位
	　　　　　　
	施設名
	　　　　　　　　　　
	施設種別
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　　　　　設置主体　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	施
設
の
所
在
地
等
	現　在
	　　　　　　　　　　　　

	
	
	
	移転先
	　　　　　　　　　　　　

	法人認可

eq \o\ad(年月日,　　　　　)年月日
	   　　　　　　　  年　　月　　日　
　　　　　　　　
	事業開始
後経過
年数
	施設
	　　　　　　　　　年　
	
	移転
  の
理由
	　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

	
	
	
	法人
	　　　　　　　　　年　
	
	
	

	　　　　　
入所定員
　　　　　
　　　　　
	（現在）　（増加）　　（計）　　（現員）　　　　当該市町村等の要保護
       人　　　　人　　　　人　　　　　人　　　児（者）等の動きを別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　添で付すこと　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　
職員基準数
　国の配
  置基準
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（現在）　（増加）　　（計）　　（現員）　
        人　　　　人　　　　人　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　　
　　
整備
　　
区分
　　
Ⅰ
	１　民老のみ　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
２　一般整備併用　　　　　
　　　ア　定員増のため　　
      イ　老朽度 4,500点超
          又は現存率70％超
　　　ウ　その他　　　　　
	　　
　　
整備
　　
区分
　　
Ⅱ
	１　全面とりこわし（　　年建築）
　　　　　　　　　　　　　　　　
２　一部残存　　　（　　年建築）
	　　
　　
整備
　　
区分
　　
Ⅲ
	のと
老り
朽こ
度わ
　し
　部
　分
	木造の場合　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
非木造・ブロック造
の場合　　　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
	　　
整備
　　
区分
　　
　　
Ⅳ
	１木造　　　→鉄骨・鉄筋
２木造　　　→ブロック　
３ブロック　→鉄骨・鉄筋
４ブロック　→ブロック　
５鉄骨・鉄筋→鉄骨・鉄筋
６鉄骨・鉄筋→ブロック　
７木造　　　→木造　　　

	
	
	
	１　トラスが鉄製のもの　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
２　その他（トラスが鉄製以外）　
	
	
	
	
	

	現在の建物の処分方法
	１　解体撤去（費用　　　　　千円）　　　　　２　転用（　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　　
　　
整備
　　
面積
　　
	現在の面積
　　　　ａ
	とりこわし部分面積
	                     整備後（　　　　　造　　　　　階建）

	
	
	4，500点以下
又は現存率
70％以下 ｂ
	4，500点超又は現存率
70％超  ｃ
	計
（b＋c） 　　　　　ｄ
	残存分
  （ａ－ｄ）         ｅ
	今回整備分
	計
 　   （ｅ＋h）
                   i

	
	
	
	
	
	
	老対象   ｆ
	(一般対象)ｇ
	(f＋ｇ)    h
	

	
	　　　　㎡

	　　　　 ㎡

	 　　　 ㎡

	　　　　  ㎡

	          ㎡

	      　　㎡

	          ㎡

	          ㎡

	 　　　          　㎡


	　　
補助
対象
定員

	民老分
	（一般分）
	計
	過去の国
　　　　
庫補助
　　　　
の有無
	１　有　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　　千円　　　

	
	　　　　　　     人

	                人

	                 人

	
	
	

	
	
	
	
	
	２　無
　　　
	ア　自己財源　　　イ　民間資金　　　ウ　その他　　
                                        （　　　）

	　　
用
　　
地
　　
の
　　
状
　　
況
	用
　
途
　
区
　
分
	ア　宅地　
　　　　　
イ　農地　
　　　　　
ウ　山林　
　　　　　
エ　その他
	所
　
有
　
状
　
況
	１　法人所有　　
	　　　　　年　取　得　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　工
入事
所中
者の
措　
置　
　　
	１　現施設
	　　　　　　　　　

	
	
	
	
	２　買収（予定）
	費用
	     千円
	財源
	　　　　
	時期
	　　　　　　　
	
	   仮　設
２　　　　
   施　設
	費
　
用
	　　
　　
　　
	財
　
源
	　　
　　
　　

	
	
	
	
	　　　　　　　　
３　借地（予定）
　　　　　　　　
	所
有
者
	　　　　　
　　　　　
　　　　　
	法人
との
関係
	　　　　
　　　　
　　　　
	　　
契約
　　
	ア済　　年　月
　　　　　　　
イ予定　年　月
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	３　その他
	　　　　　　　　　

	
	地すべり防止区域等危険区域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　指定年月日　　　　　措置の状況
	　　
機
構
借
入
金
償
還
計
画
　
　

	既借入分
	　　　　　　　　　　　　　　千円　

	
	
	
	今回分
	　　　　　　　　　　　　　　千円　

	　　
　　
資
　　
金
　　
計
　　
画
　　　

	国費（ 1/2相　
       当額）
	       千円
　　　　　　
	　
設
置
者
負
担
金
の
内
訳
　

	機構借入
	　　　　千円　　　　　　　　　
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	　　　計
	　　　　　　　　　　　　　　千円　

	
	
	
	
	県市町村
単独助成分

	        千円　確実であることの
　　　　　　　挙証資料　　　　

	
	
	

	
	県（市）費　　　　（ 1/4相　
       当額）
	       千円　　　　　　
	
	
	
	
	   年償還

	  年償還額　（　　　　　　　千円）


	
	
	
	
	法人自己財源
	　　　　千円　　　　　　　　　
	
	　　　　
償還計画
　　　　　
共通別紙５
　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　
  償還財源として寄付がある場合は
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　原則として寄付確約書を添付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	設置者　
　　　　　　　
	       千円
　　　　　　
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	寄付金　　
　　　　　　
	        千円　原則として寄付確
　　　　　　　約書を添付する　
	
	
	

	
	     計
　　　　　　　
	       千円
　　　　　　
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	その他　　
	　　　　千円　　　　　　　　　
	
	
	

	国
庫
補
助

	　　　　　　　　　　　　  種目　　
　　　　　　　　　　　　

	対象経費の実支出額
	要国庫補助（民老分）

	
	
	全体
（一般＋民老）
	民老

	員数

	基準単価

	補助基本額

	補助額


	
	本体工事費

	
	               円

	人

	円

	円

	

	
	そ
の
他
工
事
費

	　解体撤去工事費

	
	
	
	
	
	

	
	
	　仮設施設整備工事費

	
	
	
	
	
	

	
	
	　介護リフト等特殊
　附帯工事費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
　　　　　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	千円


	
	地域交流スぺース加算

	
	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　　　　　　
   合　　　　　　計
　　　　　　　　　　　　
	
	
	都市部
特例
割増
	
	 特別法
 の適用
	
	 

	  緊急的な整備を要する理由

	


地域福祉-4

